
―
広
大
地
の
評
価
―

Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
て
そ
の
傾
向
と
対
策
を
！

は
じ
め
に

相
続
税
の
財
産
評
価
の
中
で

も
広
大
地
の
評
価
は
非
常
に
難

し
い
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
に
は
、
キ
ー
ワ

ー
ド
「
広
大
地
」
で
検
索
す
る

と
、
判
決
１１
件
、
裁
決
３７
件
が

収
録
さ
れ
て
い
ま
す
。
裁
決
の

う
ち
、
２３
件
が
非
公
開
裁
決
で

あ
り
、
こ
の
う
ち
８
件
が
東
京

国
税
不
服
審
判
所
、
６
件
が
関

東
信
越
国
税
不
服
審
判
所
の
事

例
で
す
。
広
大
地
評
価
は
地
域

性
が
強
い
評
価
と
い
え
る
よ
う

で
す
。

し
た
が
っ
て
、
広
大
地
評
価

は
、
東
京
税
理
士
会
の
会
員
に

と
っ
て
非
常
に
身
近
な
事
例
な

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
て
、

広
大
地
評
価
の
傾
向
と
対
策
に

万
全
を
期
し
ま
し
ょ
う
！

１
、
広
大
地
の

判
定
基
準

財
産
評
価
基
本
通
達
２４
―
４

（
広
大
地
の
評
価
）
は
、
平
成

１６
年
６
月
４
日
付
課
評
２
―
７

に
よ
り
、
有
効
宅
地
化
率
か
ら

広
大
地
補
正
率
を
算
定
す
る
方

式
に
改
正
に
な
り
、
そ
の
適
用

時
期
は
、
平
成
１６
年
１
月
１
日

以
降
相
続
開
始
し
た
も
の
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
平
成
１７
年
６
月
１７
日

付
で
資
産
評
価
企
画
官
情
報
第

１
号
「
広
大
地
の
判
定
に
当
た

り
留
意
す
べ
き
事
項
」
が
公
表

さ
れ
、
広
大
地
評
価
の
判
定
基

準
等
を
明
確
化
し
て
い
ま
す
。

情
報
に
は
「
広
大
地
評
価
フ
ロ

ー
チ
ャ
ー
ト
」
が
あ
り
、
広
大

地
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
の
要

件
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

○
大
規
模
工
場
用
地
に
該
当
す

る
か

○
マ
ン
シ
ョ
ン
適
地
か
、
又

は
、
既
に
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
敷

地
用
地
と
し
て
開
発
を
了
し
て

い
る
か

○
そ
の
地
域
に
お
け
る
標
準
的

な
宅
地
の
面
積
に
比
し
て
著
し

く
面
積
が
広
大
か

○
開
発
行
為
を
行
う
と
し
た
場

合
、
公
共
公
益
的
施
設
用
地
の

負
担
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
か

Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
に
収
録
さ
れ
た

事
例
は
改
正
前
の
広
大
地
通
達

の
適
用
を
争
っ
た
も
の
が
ほ
と

ん
ど
で
す
が
、
広
大
地
の
意
義

に
関
し
て
は
決
し
て
陳
腐
化
し

た
情
報
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

今
回
は
、
改
正
後
通
達
の
適

用
の
是
非
が
争
わ
れ
た
３
件
の

裁
決
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

２
、
マ
ン
シ
ョ
ン

適
地

①
平
１９
・
７
・
９
裁
決
・

Ｊ
７４
―
４
―
２０
（
棄
却
）

（
関
信
審
）

こ
の
裁
決
は
、
非
公
開
裁
決

と
し
て
収
録
し
た
後
に
裁
決
事

例
集
第
７４
集
に
掲
載
さ
れ
た
公

開
裁
決
で
、
関
東
信
越
国
税
不

服
審
判
所
の
裁
決
で
す
（
後
記

４
③
も
同
じ
）
。

平
成
１６
年
３
月
相
続
開
始
の

事
案
で
、
評
価
対
象
地
は
、
１
、

２
７
９
・
０
３
㎡
の
被
相
続
人

の
自
宅
の
敷
地
で
す
。
請
求

人
、
原
処
分
庁
共
に
戸
建
分
譲

用
地
と
し
て
開
発
す
る
こ
と
を

前
提
と
し
て
、
請
求
人
は
公
道

に
通
じ
る
道
路
が
公
共
公
益
的

施
設
用
地
に
当
た
る
と
主
張

し
、
原
処
分
庁
は
路
地
状
敷
地

（
い
わ
ゆ
る
「
旗
竿
地
」
）
を
組

み
合
わ
せ
る
こ
と
で
合
理
的
な

区
画
割
り
が
可
能
で
あ
る
と
主

張
し
ま
し
た
。

審
判
所
は
、
広
大
地
通
達
に

い
う
「
そ
の
地
域
」
を
本
件
土

地
が
接
す
る
Ｓ
通
り
沿
道
と
特

定
し
、
そ
の
地
域
で
の
行
政
条

件
、
都
市
プ
ラ
ン
、
相
続
開
始

前
１０
年
間
の
実
際
の
開
発
状
況

を
勘
案
し
て
、
本
件
土
地
は
社

会
的
・
経
済
的
・
行
政
的
見
地

か
ら
総
合
的
に
み
て
、
マ
ン
シ

ョ
ン
適
地
に
該
当
す
る
と
判
断

し
、
広
大
地
通
達
の
適
用
を
認

め
ま
せ
ん
で
し
た
。

前
記
１
の
情
報
に
お
い
て
、

マ
ン
シ
ョ
ン
適
地
の
判
定
に
つ

き
、
そ
の
土
地
の
周
辺
地
域
の

標
準
的
使
用
の
状
況
を
参
考
と

す
る
と
し
て
い
ま
す
。
そ
う
す

る
と
、「
そ
の
地
域
」
の
状
況

に
つ
い
て
は
入
念
、
か
つ
、
慎

重
に
調
査
す
る
必
要
が
あ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

相
続
開
始
前
１０
年
間
の
開
発

状
況
は
、
絶
対
的
な
メ
ル
ク
マ

ー
ル
で
は
な
い
と
し
て
も
、
一

つ
の
ヒ
ン
ト
に
な
る
も
の
と
思

わ
れ
ま
す
。

３
、
標
準
的
な

宅
地

②
平
２０
・
６
・
４
裁
決
・

Ｆ
０
―
３
―
２
１
１

（
棄
却
）

（
東
京
審
）

こ
の
裁
決
は
、
東
京
国
税
不

服
審
判
所
の
裁
決
で
平
成
１７
年

５
月
相
続
開
始
の
事
案
で
す
。

駐
車
場
と
し
て
利
用
し
て
い
た

約
７
０
０
㎡
の
土
地
が
広
大
地

に
該
当
す
る
か
が
争
わ
れ
ま
し

た
。
本
件
土
地
は
、
平
成
１８
年

２
月
に
売
却
さ
れ
、
路
地
状
敷

地
を
組
み
合
わ
せ
た
７
区
画
の

宅
地
に
分
割
さ
れ
分
譲
さ
れ
て

い
ま
す
。

こ
の
裁
決
の
ポ
イ
ン
ト
は
、

広
大
地
通
達
に
い
う
「
標
準
的

な
宅
地
の
地
積
」
に
あ
り
ま

す
。
請
求
人
は
地
価
公
示
地
５

地

点

か

ら

算

出

し

た

地

積

１
５
０
・
５７
㎡
を
も
っ
て
標
準

的
な
宅
地
の
地
積
と
し
、
そ
の

地
積
に
基
づ
き
区
画
割
り
を
す

る
と
公
共
公
益
的
施
設
用
地
の

負
担
が
必
要
と
な
る
と
主
張
し

ま
し
た
。

審
判
所
は
、
最
寄
り
駅
か
ら

の
距
離
等
の
条
件
に
お
い
て
、

審
判
所
が
採
用
す
る
地
価
公
示

地
３
地
点
（
１
地
点
は
請
求
人

と
同
じ
。
）
の
方
が
よ
り
近
似

性
が
あ
る
と
し
て
、
請
求
人
の

主
張
を
採
用
し
ま
せ
ん
で
し

た
。
請
求
人
は
最
寄
り
駅
３
駅

を
選
択
し
、
距
離
も
３
３
０
ｍ

か
ら
１
・
２
ｋ
ｍ
ま
で
の
地
点

を
抽
出
し
て
い
る
の
に
対
し
、

審
判
所
は
一
つ
の
最
寄
り
駅
か

ら
、
道
路
沿
い
に
７
０
０
ｍ
か

ら
９
０
０
ｍ
の
地
点
を
採
用
し

て
い
ま
す
。

標
準
的
な
宅
地
の
地
積
を
算

定
す
る
に
当
り
、
地
価
公
示
地

点
を
選
択
す
る
上
で
の
一
つ
の

ヒ
ン
ト
を
与
え
て
く
れ
る
裁
決

で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

４
、
経
済
的
に
最
も

合
理
性
の
あ
る
開
発

③
平
１９
・
７
・
９
裁
決
・

Ｊ
７４
―
４
―
２１
（
棄
却
）

（
関
信
審
）

こ
の
裁
決
は
平
成
１７
年
１
月

相
続
開
始
の
事
案
で
す
。
評
価

対
象
地
の
面
積
は
９
４
０
㎡
、

仮
換
地
の
指
定
は
了
し
て
い
ま

す
が
区
画
整
理
事
業
が
施
行
中

の
区
画
整
理
地
区
に
あ
り
、
同

地
域
内
の
建
築
物
の
敷
地
面
積

の
最
低
限
度
は
１
６
５
㎡
と
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
本
件
土
地

は
、
相
続
開
始
後
、
路
地
状
敷

地
を
組
み
合
わ
せ
た
開
発
に
よ

り
５
区
画
の
戸
建
住
宅
分
譲
用

地
と
し
て
開
発
さ
れ
て
い
ま

す
。前

記
１
の
情
報
で
は
、
公
共

公
益
的
施
設
用
地
の
負
担
の
必

要
性
に
つ
い
て
「
経
済
的
に
最

も
合
理
的
に
戸
建
住
宅
の
分
譲

を
行
っ
た
場
合
の
、
当
該
開
発

区
域
内
に
開
設
さ
れ
る
道
路
の

開
設
の
必
要
性
に
よ
り
判
定
す

る
こ
と
が
相
当
で
あ
る
。
」
と

述
べ
て
い
ま
す
。

審
判
所
は
、
本
件
土
地
が
路

地
状
開
発
に
よ
り
標
準
的
な
宅

地
の
地
積
に
分
割
で
き
る
こ

と
、
法
令
に
反
し
て
な
い
こ
と

等
、
及
び
本
件
土
地
の
隣
接
地

（
地
区
計
画
区
域
及
び
区
画
整

理
地
区
外
に
所
在
し
、
敷
地
面

積
の
最
低
限
度
は
１
０
０
㎡
）

が
道
路
を
開
設
す
る
こ
と
な
く

路
地
状
開
発
を
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
路
地
状
開
発
に
よ
る
戸

建
分
譲
が
経
済
的
に
最
も
合
理

性
の
あ
る
開
発
に
当
た
る
と
し

て
、
公
共
公
益
的
施
設
用
地
の

必
要
性
を
認
め
ま
せ
ん
で
し

た
。

お
わ
り
に

本
年
１２
月
リ
リ
ー
ス
予
定
の

Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
新
シ
ス
テ
ム
で
は

地
形
図
等
の
図
表
を
Ｐ
Ｄ
Ｆ
で

収
録
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
す
。

更
に
、
自
己
解
決
に
役
立
つ

よ
う
に
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
は
進
化
し

て
い
き
ま
す
！
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